







































































































































































































































































































































































































影響力の本質 目　　標 源泉の知覚された特性 勢力の類型 行　　動
情報的影響力 知　識 信頼性 専門勢力 受　容
比較的影響力 自己維持と強化 類似性 関係勢力 同一化
規範的影響力 報　酬 勢　力 報酬勢力
ｭ制勢力 一　致
出所；Burnkrant，　R．　E，　and　A．　Cousineau，　“lnformational　and　Normative　Social　lnfluence　in　Buyer
　　Behavior，”Journal　of　Consumer　Reseαrch，　Vol．　2（December　l975），　p．207．を基に，一部修正を
　　加え作成。
（27）　Park＝Lessig（1977），op．　cit．，　pp．102－103．
（28）　Burnkrant＝Cousineau（1975），　p．207．
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　また，Assael（1984）は，準拠集団の影響力として，（1）規範（Norms），（2）役割（Roles），（3）
地位（Status），（4）社会化（Socialization），（5）勢力（パワー：Power）（①専門勢力（Expert
Power），②関係勢力（Referent　Power），③報酬勢力（Reward　Power））を挙げ，とくに専門
勢力と関係勢力，報酬勢力は，以下のようなマーケティング戦略の局面に適用できることを示唆
する⑳。
①専門家の勢力（Expert　Power）：販売店員が，消費者に「信用性（Credibility）」を確
　立する場合，販売代理人は，「専門的知識のある情報源」としてみなされる。広告主は，
　広告主自身の専門家を創造することにより，「製品カテゴリーの権威（Authority）」を創
　造・確立できる。
②関係勢力（Referent　Power）：広告主は，「模範的な消費者アプローチ」を使用し，消
　費者の同様のニーズ，すなわち，共通の問題に対して「解決策（Solution）」を提供する。
　同様の状況にある個人は，その広告と解決策に同一化する。模範的な消費者には，「成員
　性の準拠（Membership　Referent）」と「熱望の準拠（Aspiration　Referent）」がある。
③報酬勢力（Reward　Power）：広告主は，製品と社会的報酬を関連づけ，「社会的是認
　（Social　Approval）」を描写する。報酬の勢力が，「強制勢力（Coercive　Power）」を持
　つ場合，「社会的不承認（Social　Disapproval）」への恐怖を訴求する。
　以上のように，準拠集団の影響力が，消費者の価値判断や態度形成，行動選択に影響力を与え
るのならば，人間行動としての消費者行動にも，準拠集団の影響力や社会的勢力が存在する。と
くに，消費者の行動の監視を必要としない関係勢力は，態度の同一化や内面化を導く点で熱望集
団の創造と関連性があり，例えば，消費者と関係勢力を持つ著名人は，「熱望集団のメンバー」
を「願望」する消費者に対して，憧れのライフスタイルや生き方，人生観などの教科書的な役割
を果たすといってよいであろう。
IV．おわりに
　本稿では，準拠集団概念における所属集団と非所属集団の二面性，とくに非所属集団としての
熱望集団概念に着目し，非所属集団の準拠集団化を目的とした広告コミュニケーション戦略によ
る熱望集団の創造の可能性を中心に検討してきた。
　このことによって明らかとなったのは，以下の3点である。まず第一に，準拠集団概念には，
直接的な対人関係を持つ個人や準拠集団だけではなく，対人関係を結ばない想像上の個人や仮想
集団も含まれる。例えば，準拠集団には，家族や地域の隣人，街の中ですれ違う他者，カリスマ
（29）　Assae1，0p．　cit．，　pp．372－376．
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的なファッションモデル，歌手，テレビのパーソナリティ，美容専門家，プロスポーツ選手など
が，消費者の準拠枠の役目を果たすのである。
　第二に，消費者は，所属集団と非所属集団，内集団と外集団という両者の指向を社会的準拠枠
としてとることが可能であるが，筆者は，広告コミュニケーション戦略との関連から，とくに非
所属集団の準拠集団化，すなわち，予期的社会化が，消費者や準拠集団，企業，社会に対して機
能的結果を果たすと考える。
　第三に，広告コミュニケーション戦略では，ターゲット・セグメントの憧れる仮想集団を設定
し，非所属集団の準拠集団化を目的としたキャンペーンにより，偶有的な熱望集団をマーケター
が創造することになる。そして，準拠集団の型には，肯定的所属集団や否定集団，熱望集団，分
離集団，家族集団，仲間集団，学校集団，企業集団，買物集団，スポーツの集団，同窓集団，借
家人組織期待的熱望集団，象徴的熱望集団など多面性があるため，各々の準拠集団のターゲッ
ト・セグメントに対して，どのような広告コミュニケーション戦略の操作化とマネジメントが有
効なのかを検討する必要性がある。
　今後の検討課題として，以下の3点が挙げられる。まず第一に，準拠集団と「オピニオン・リー
ダー（Opinion　Leader）」研究との関連から，広告コミュニケーション戦略によるマーケティン
グ・リーダー，あるいは「ライフスタイル・リーダー」としての「オピニオン・リーダーの創造」
の可能性について検討する必要性がある。
　第二に，社会学や社会心理学における「シンボリック相互作用論（象徴的相互作用論：Sym－
bolic　Interaction）」の援用から，準拠集団理論や役割理論の発展と新たな動向について検討す
る必要性がある。
　第三に，流動性・開放性の高い現代のユビキタスネット社会の進展において，重層的情報環境
の一部である広告，とくにインターネット広告や広告主のウェブサイト上の「ネット・コミュニ
ティ（Net　Community）」のマネジメントの問題について，準拠集団研究の適用から検証して
いきたい。
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